
当資料は、日興アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるもので
はありません。なお、掲載されている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある
資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・
換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

-0.4%

-0.5%

-0.1%

0.2%

0.3%

0.5%

1.9%

-3.9%

-3.8%

0.1%

2.0%

3.0%

3.8%

0.6%

-20% -10% 0% 10%

（ご参考）米   

        

           

           

         

      

           

マレーシア

タイ

べトナム

シンガポール

フィリピン

インドネシア

アセアン

90

95

100

105

110

115

120

125

130

135

140

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

24年3月 24年6月 24年9月 24年12月 25年3月

アセアン経済の現状をご紹介

～3月は米関税政策への警戒感が拡がるも、まちまちの展開に～

●上記は過去のものであり、将来を約束するものではありません。

期間：2024年3月末～2025年3月末

アセアン地域・同主要国の株価指数と為替（対円）の推移（左）および直近1ヵ月の騰落率（右）
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期間：2025年2月末～3月末
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信頼できると判断した情報をもとに日興アセットマネジメントが作成
※アセアン：MSCI AC アセアン指数*、インドネシア：ジャカルタ総合指数、シンガポール：ST指数、タイ：SET指数、フィリピン：フィリピン総合

指数、ベトナム：VN指数、マレーシア：FTSEブルサマレーシアKLCI指数を使用。いずれも現地通貨ベース。
* MSCI AC アセアン指数はシンガポール（46％）、マレーシア（18％）、タイ（15％）、インドネシア（15％）、フィリピン（6％）で構成される株価

指数です。（カッコ内の数字は、2025年2月末時点の同指数の国別構成比率。国別構成比率は小数点以下を四捨五入。）
※各指数の著作権等の知的財産権その他一切の権利は、各指数の算出元または公表元に帰属します。

日本では見過ごされがちな、アセアン地域・同主
要国の市場・経済などの現状をお伝えします。

株式市場：アセアン株式相場は小幅に上昇

米国による関税政策の動向が注視される中、
25年3月のアセアン地域の株式相場はわずかな
上昇にとどまりました。国別では、インドネシアや
フィリピン、シンガポールなどの株式相場が上昇し
ました。インドネシアでは、政府の積極的な財政政
策を受け、財政の健全性に対する懸念から月半
ばに相場は軟調となったものの、その後は割安感
の高まりなどから上昇に転じました。フィリピンとシン
ガポールでは、2月の消費者物価指数が前年同
期比で鈍化し、市場予想も下回ったことなどを受
け、追加の金融緩和期待が高まる中、株価は上
昇しました。なお、シンガポールの主要株価指数
は、3ヵ月連続で史上最高値を更新しました。

一方、タイやマレーシアの株式相場は下落しまし
た。タイは、東南アジア最大の自動車生産・輸出
拠点であることから、米国の自動車関税による影
響が懸念され、売りの動きが強まりました。マレー
シアでは、経済的なつながりの深い中国で景気刺
激策が発表されたことなどが追い風となり、株価が
上昇する場面も見られたものの、米関税政策を巡
る先行き懸念などから、月を通して概ね軟調な動

きとなりました。

ここからは、3月に発表された経済指標や出来
事などを中心に、ご紹介します。

タイ：地震による経済活動への影響は限定的

28日、ミャンマー中部を震源とする大規模地震
が発生し、隣国のタイでも、証券取引所での同日
午後の取引停止などといった影響がみられました。
しかし、証券取引所での取引は31日には再開され
たほか、タイ工業連盟の調査では「全産業分野で
製造活動は地震の影響をほとんど受けていない」
との内容が報告されており、地震による経済活動
への影響は限定的とみられます。

マレーシア：25年のGDP成長率予測を発表

マレーシア中央銀行は6日、11会合連続での政
策金利の据え置きを決定しました。同中銀は、世
界的なコスト上昇圧力の緩和などを背景にインフ
レは25年も管理可能な水準にとどまるとの見解を
示した一方、世界経済の不確実性の高まりに対し
ては警戒感を示しました。また、同中銀は24日に
発表した年次報告書で、25年の実質GDP成長率
の予測を4.5～5.5％としました。同報告書では、
世界的に不確実性が増す中においても、堅調な
内需や輸出の緩やかな拡大により、24年並みの
成長率が達成できるとの見通しを示しました。


	スライド 1

